
令和 7 年度 横浜市神奈川スポーツセンター事業計画書 

 

１ 施設の管理運営の基本方針 

コロナ収束を見据えながら「スポーツを通じて出会いと交流促進の機会」を提供

することで「人とまちが変わっていく」と考え、スポーツを通じたコミュニティの

活性化を図るため、基本理念を『人がまちがスポーツで変わる』と設定いたしまし

た。 

またこの基本理念の下、下記の８つの基本方針を定め、民間企業の効率性・専門

企業のノウハウ・地元企業のネットワーク等、持てる能力を最大限に活用した管理

運営を行い、施設の設置目的を効果的に達成したいと考えます。また、本事業を地

域貢献事業と位置づけ、基本方針をスタッフ全員で共有し、施設づくり及びまちづ

くりに引き続き取り組みます。 

 

【８つの基本方針】 

 



２ 基本方針を実施する為の目標及び実施策 

（１）重点項目 

   地域での「出会い」「交流促進」につながる「魅力づくり」として、日常業

務を誠実に履行しつつ、真の地域特性を把握し、地域にどんなサービスが必

要かを理解しながら、満足できるサービスを提供します。 

 

（２）数値目標 

 

目標設定

の視点 
運営目標 管理指標・数値 

利用者 

サービス 

・空きスペース等

を活用した教室事

業の拡大実施 

 

・教室開催数 2,150 回以上 

 

業務運営 

・施設全体の利用

者数向上 

・地域連携事業実

施 

 

・令和 7年度延べ利用者数 237 千人 

 

・地域との連携活動を月１回以上 

職員育成 
・利用者満足度向

上 

・満足度調査 90％ 

財務 

・利用者増による

運用収入、自主事

業収入 増 

 

・指定管理料以外の収入 80,433千円 

内訳：施設運営収入 75,252千円、 

自主事業による収入 5,181千円 

 

  

 

 



３ 施設の平等・公平な利用の確保について 

（１）公共性・公平性に基づいた利用の確保 

ア 趣旨 

１．神奈川スポーツセンターの設置目的・役割を十分に認識し、「横浜市スポ

ーツ施設条例・同施行規則」等の関係法令に基づいた管理運営、利用許可業

務を行います。また、上記条例等より判断し正当な理由がない限り、（信条・

性別・年齢・職業・社会的身分などにより）施設の利用を拒否・制限するこ

とはいたしません。 

 

２．透明性のある公平な利用を確保し、特定の団体による既得権的な独占利用

を排除するために、利用予約・許可承認は区の規定を順守し「横浜市市民利

用施設予約システム」を活用します。また、システム対象外のものは先着順

を原則とし、同時に申請があった場合には抽選等公平かつ明確な説明が可能

な方法により決定します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１．全ての区民に対し、有益な情報を公平に伝達することができるように、施

設掲示版やホームページを活用したリアルタイムな情報伝達と、Twitter    

等双方向の伝達ツールによる情報の収集を行います。また、横浜市市民利   

用施設予約システム（空き情報照会システム）を活用し、施設の予約状況を

適切に区民へと伝えていきます。 

 

２．横浜市スポーツ施設条例第 14条・施行規則第 11等に基づき、社会福祉・

学校教育を目的とする団体や、障害者等の施設利用者に対し、利用料の減免

措置を行います。また同様に、市の定める条件を満たす団体に対し事前の利

用承認を行います。利用料金減免や優先利用を承認するにあたっては、条例

等に伴うその規定を利用者に十分周知・公布するとともにスタッフへの教育

を徹底し、適正な対応に努めます。 



３ 施設の平等・公平な利用の確保について 

（２）多言語化に関する取組 

 

ア 趣旨 

日本国内で生活をする外国人の方々にも、施設の利用を通じた健康促進

や地域交流への参加のきっかけが必要と考え、外国人等に対する配慮を前

提とした施設運営を目指します。 

 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

ＨＰやパンフレット、利用ルール、館内表示等の多言語対応や、一目で何

を行うかわかるピクトグラムの使用や、接客時には翻訳アプリを用いるな

ど外国人利用者が不自由のないような情報提供を行ってまいります。 

また構成団体のグループ会社は、英会話スクール等の運営を主に事業展

開います。代表団体も含め、定期的に全スタッフを対象に、英会話研修等

を行っており、本施設のスタッフにおいても英会話等の研修を行い、外国

人利用者に対し、明確に説明できるよう、また利用者とのコミュニケーシ

ョン創出のため、対応していきます。 

 



３ 施設の平等・公平な利用の確保について 

（３）障がい者の利用支援に関する取組 

 

ア 趣旨 

障がい者の利用ニーズを満たし、施設利用を促し、さらには利用の幅

を広げるために様々な利用支援の取り組みを行います。 

 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

    １．障がい者等の観点からの施設評価 

障がい者のより多様な利用を可能とするために、また障がい者等本人

でなければ気付きにくい様々な事項を理解するために、次のとおり情報

収集を行います。 

・ヒアリング調査 

・現地での動向調査 

・障がい者の視点に立ったチェック調査 

 

 

    ２．障がい者等の意見を反映した施設運営 

上記の調査結果に基づき、施設の管理運営手法の改善を行います。ま

た、公の施設において可能な範囲においての施設改修計画を立て、修繕

額の範囲内で指定管理者が修繕を行うとともに、それ以上のものに関し

ては、神奈川区との協議のうえ予算化した上で改修工事を実施します。 

 



４ 施設の効用の最大限発揮について 

（１）利用者本位のサービス提供・利用者の支援 

 

ア 趣旨 

１． 提供するサービスの向上を図り、利用者満足度の高い運営を行うために

は実際に「利用者が何を望んでいるのか」を正確に把握することが大切で

す。利用者の要望を把握したうえで、そのニーズを反映しサービスを提供

することで、利用者の満足度を高め、多くの人々が何度も訪れる施設をつ

くります。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

 

①各種スポーツ教室の開催 

②各種イベントの開催 

③健康づくりへの取り組み 

④物販・レンタルの実施 

⑤専用レンタルロッカー設置 

⑥Wi-Fi環境の整備 

⑦券売機キャッシュレス対応化 

⑧プロスポーツチームの発信力を活かした広報・PR 

 



４ 施設の効用の最大限発揮について 

（２）広報・利用促進活動 

ア 趣旨 

１．施設の魅力・サービス向上策を利用者に認知させ、利用の促進につなげ

ていく「ＰＲ・広報活動」を充実させます。ＰＲを行うにあたっては、

利用する媒体の特性を理解し、（一定の媒体に偏ることのない）効果的な

組み合わせによって多くの区民に対し情報を伝達されるよう工夫をし、

施設・事業の認知度を高めていきます。 

 

２．効果的な広報・宣伝活動を行なっていくために、施設利用者に発信する

もの（LevelⅠ）、区内に対して発信するもの（LevelⅡ）、区を越え広域

に発信するもの（LevelⅢ）に分類をし、活動を分かりやすく整理をしな

がら実践します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項）  

Lv. 手法（媒体）・具体内容 

Ⅰ 

施設利用者に発信 

パンフレット、チラシ配布 
利用案内、参加者の募集などをリーフレットスタンドに配
置 
区内施設・関係団体・活動団体の配布物等の配置 

館内でのポスター掲示 
事業やイベント等の周知 
国や県・区市町村の主催する事業等の周知 

機関誌の発行 
定期的に機関誌を発行し、事業やイベントの周知 
利用グループや地域の情報なども掲載 

直接説明や口コミ効果 事業の時期に合わせて口頭でのインフォメーションを実施 

「情報コーナー」の運営 
事業等のお知らせを掲示／団体、協会、連盟等の情報を
掲示／利用団体の会員募集ポスターの掲示等 

Ⅱ 

区内に対して発信 

区広報への掲載 
事業参加者の募集や臨時休館などの情報を区広報に掲
載依頼 

区内主要施設との連携 相互にパンフレット、チラシを設置、イベントの開催 

鉄道・バス 等 駅貼りポスターやチラシ等の設置 

区内企業へのＰＲ 企業の健康保険組合などとの連携を打診 

団体の職員組合や互助会 
等へのＰＲ 

指定施設としての連携を打診 

Ⅲ 

区を越え広域に発信 

施設ホームページ 
年間事業スケジュール掲載／新着情報（耳寄り情報、イベ
ント情報など）更新掲載／広報紙電子版／利用者アンケー
ト実施／ 

マスメディア 地域情報誌や地域ポータルサイト等への投げかけ 

SNS 
Twitter、Facebook、Instagram、LINE、YouTube
他 

新聞折り込み 
周辺地域に対し実施する事業を周知（参加募集のタイミン
グ） 

 



４ 施設の効用の最大限発揮について 

（３）スポーツ教室等の計画 

ア 趣旨 

１． 生涯にわたりスポーツに親しみ、健康な生活をおくる「スポーツで育む地

域とくらし」の推進をさらに加速させるため、通常の施設サービスを補完

し、施設の持つ能力の最大化をはかる様々なスポーツ・教室を実施します

実施にあたっては一般利用者への影響に配慮した現実的な計画で展開し

ていきます。また区民ニーズの変化に敏感に対応して随時内容の更新を

図り、いつまでも利用者に喜ばれる教室展開を図ります。 
 

２． 適切な換気・消毒等による感染症対策の拡充を行っていきます。 
 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 全ての世代を対象：『身体活動』『生涯学習』をテーマとした教室の開催 

 

２． 乳幼児・青少年／保護者を対象：『子どもの体力向上』『居場所づくり』

をテーマとした教室の開催 

 

３． 成人(青壮年)を対象：『心と体の健康支援』をテーマとした教室の開催 

 

４． 中・高年を対象：『生涯現役』『新たな生きがい・余暇の充実』をテーマ

とした教室の開催 

 

５． 指導者を対象：今までの『学ぶ』により培ってきた経験・知識を発揮する

事のできる『活動する』『教える』場を提供 

 

６． 障がい者対象：『ひとり一人にあった運動に親しむ』をテーマに健常者

と一緒に楽しめる障がい者スポーツイベントプログラムの開催 

 



４ 施設の効用の最大限発揮について 

（４）自主事業の計画 

ア 趣旨 

「市民のスポーツと健康づくりの拠点」と位置づけられる本施設を有効活

用するため一体的に活用し、利用者の目的や特性に応じて誰もが快適にス

ポーツや健康づくり活動に取り組めるよう、自主事業を展開してまいりま

す。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 各種スポーツ教室等の開催 

スポーツ・レクリエーション活動による区民の明るく豊かな健康ライ

フの実現に向けた役割を担い、コミュニティ形成の大きな機能を果たす

ための事業であるとの認識の基、「生涯にわたってスポーツ・レクレーシ

ョンを楽しむ」をテーマに、一定のターゲットに偏らない、誰もが身体

を動かすことを楽しめる多種多様なスポーツ教室を実施します。 
 

２．物販・レンタルの充実 
シャトル、ボール、タオルといった簡易なものから、シューズ・ラケ

ット・ウェアー等本格的なものまで様々な販売品やレンタル品を用意し、

利用者が手ぶらで来てもスポーツが楽しめる、質の高いスポーツ環境を

整えます。 

 

３．専用レンタルロッカーの貸し出し 

個人・団体専用ロッカーの貸出サービスを実施し、手ぶらで施設にこ

られる環境を整えます。なお、トラブルを防止するためロッカー貸出時

には利用者情報の登録を行うなど、安全管理に配慮した運営を行います。 

 

４．各団体との連携によるイベント開催 

横浜スポーツパートナー（横浜 FC、横浜ＧＲＩＴＳ、横浜 DeNA等）を

はじめとする各団体や選手との連携により、スポーツの楽しさを体験で

きるイベントを定期的に開催していきます。 

 

５.トレーニング室のさらなる利用促進 

 ポイントカードを作成しさらなる利用者向上施策を実施し、利用促進 

効果の期待ができるサービスを実施します。 



４ 施設の効用の最大限発揮について 

（５）業務履行体制 

ア 趣旨 

１．「公共施設の従事者＝区（市）民のための職員」との考えのもと、施設の

顔として、また、神奈川区職員に準ずる立場という心構えをもって対応を

行える人材を引き続き育成します。 

 

２．施設（指定管理者）の運営（経営）の安定と、利用者への質の高いサービ

スを実現できる人材育成を目指した研修をし、スタッフ個々の能力に委ね

るのでなく、誰が応対しても高品質で均一したサービスを提供できるよう

に職員研修等を行っていきます。 

 

３．新人や再雇用者を含めた全従業員の研修において「ライセンス制／研修管

理システム」を導入し、ステップアップ方式をとることでスタッフのモチ

ベーションの向上を図ります。 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１．神奈川スポーツセンターに勤務する、グループ合計約３０名の従業員全

てに対し、労働関連法令にかなう労働環境を提供できるよう、全社的な内

部規律・規則の整備とともに、現地スタッフの労働環境（就業状況・賃金・

人員配置など）に留意するとともに、モチベーション低下などの運営上の

マイナス要素に対しても適正に対処します。また、労働災害対策に関して

も『安全と健康の確保』が継続的な事業活動に欠かせないものと認識し、

現場インスペクションを定期的に実施して、安全で快適な職場と個人の

健康を実現するための活動を推進します。 
 
２．各社及びＪＶの就業規則に準拠し、無理のない人員配置及び労働時間管

理を行います。１日８時間、週４０時間を規定とし、３６協定を届出るこ

とにより法定労働時間及び変形労働時間制による労働時間を延長するこ

とを可能とします。なお、各担当責任者は週単位のシフト及び労働時間管

理をマネジメントし、総括責任者との連携をとりつつ明るい職場づくり

に努めます。 
 
３．「従業員の安全と健康の確保」が継続的な事業活動に欠かせないとの認

識のもと、安全で快適な職場と個人の健康を実現するための活動を推進

することを基本方針に掲げ、定期的な施設巡回を実施し、職場の安全衛生

の維持・向上を図るなど、職場をベースとした活動を展開します。 



５ 本市の重要施策を踏まえた取組について 

（１）個人情報保護・情報公開、人権尊重、環境への配慮、市内中小企業優先発

注など、本市の重要施策を踏まえた取組 

ア 趣旨 

神奈川区の業務代行者として、横浜市の各種重点施策(個人情報保護・情

報公開、人権尊重、環境への配慮、市内中小企業優先発注など)を十分理解・

順守した上で運営業を実行していきます。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 個人情報保護：市民の個人情報を取り扱う個人情報取扱事業者として

の認識を持ち、「個人情報保護法」、「横浜市個人情報の保護に関する

条例」を引き続き遵守しつつ運営を行っていきます。 

 

２． 情報公開：施設管理運営に関わる市民の知る権利を保障し、情報公開の

推進を図ることで、市民（利用者）に説明する責務を全うし、施設への

理解と協力を深めます。 

 

３． 人権尊重：スタッフ 1 人ひとりに対し研修を通じて、人権に関する幅

広い知識・感覚を身に付けさせ、人権尊重を基調とした施設運営に努め

ます。この土台を下に、市民に対して人権尊重の重要性について理解を

深めてもらえるよう、スポーツを活用した啓発活動を実施致します。 

 

４． 環境への配慮：「ヨコハマプラ 5.3」、「横浜市 SDGs 未来都市計画」

等に沿った、環境に配慮した管理運営を行います。また、節電・節水・

公共交通機関や自転車の利用などを率先して行うとともに、利用者に

も呼びかけＣＯ２を削減する省エネルギー型の管理運営に努めます。

紙・文具・ＯＡ機器・ユニフォーム・各種物品等の購入においても、「神

奈川県グリーン購入基本方針」に基づき、環境負荷の少ない物品等を購

入するよう努めます。 

 

５． 市内中小企業優先発注：中小企業の振興が市内経済の発展において果

たす役割の重要性を理解した上で、“地産地消”の理念の下、市内中小

業者に発注選定要件の優先性を設け、運営上必要な業務や物品に関す

る発注を行うことにより、経済の活性化に貢献します 



６ 管理運営経費について 

（１）利用料金等収入増及び経費縮減への取組 

ア 趣旨 

事業の継続と共にサービス水準の維持・向上により、利用者増（＝収入増）

を図ります。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 利用者増・収入増への取り組み 

稼働率の高い時間帯や施設はその水準を維持するとともに、空き時間

帯・施設の有効活用や機能向上等、新たなサービス展開、各種スポーツ

教室事業改善などにより、新規利用者の獲得と継続利用（リピーター）

の促進を図り、収入の増加を計画します。 

 

 

２． 効率的運営・経費縮減に向けた取組み 

①人件費 

労働条件・職場環境等への配慮とともに、スタッフのモチベーション維

持・向上を図り、安定的な雇用(人員確保)に努めることを前提に、雇用形

態や勤務形態の多様化、個々のスキル向上、効率化により人件費の縮減

（増加抑制）に努めます。 

・正規職員の効果的な配置と短時間労働者の雇用 

・マルチジョブシステムによる業務効率の向上 

・スケールメリットを活かしたマネジメント 

 

②維持管理費・修繕費 

・業務フローの見直しによる定期点検コスト削減 

・予防保全を基本とした業務計画 

 

③水光熱費 

・夏季において２８℃前後、冬季においては２０℃前後であること 

・人感センサーによる消灯、減光を実施する 

 

   ３. 収支計画について 

令和 7 年度の収支計画については、社会情勢に応じ年度途中で見直す可

能性があります。また、収支差額等については、横浜市と協議を行います。 

 



６ 管理運営経費について 

（２）施設の課題等に応じた費用配分 

ア 趣旨 

神奈川スポーツセンター指定管理業務（自主事業除く）の支出割合の大き

な、①人件費 ②業務委託費③水光熱費について様々な対策によるコストの

削減・業務の効率化を追求することによる節減策を講じていきます。 

一方、施設・設備の予防保全につながる保守点検や利用者増・収入増につ

ながるサービス向上策への費用は積極的な投資を行ってまいります。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

. 法令に基づく点検に加え自主的な点検を推進し、定期的な巡回点検に

よる設備監視で不良箇所などを発見、素早い対応をすることで、不要な

臨時点検・修繕コスト削減を図ります。 

・スタッフが、固定化されたセクションや業務の範疇にとらわれることな

く柔軟に従事する、マルチジョブシステムを採用します。各スタッフが

当施設に係る様々な業務に対応し業務効率を高めることで、ゼネラリス

トを育成すると同時に、余分な管理コスト（人件費）を削減します。 

・維持管理スタッフの業務効率化のため、ICT支援ツールの運用により、

建物管理業務や備品・消耗品情報をシステム化し、管理データの効果的

な活用を図ることで施設管理業務の予算計画の立案、最適な保全対策、

課題への対応、備品・消耗品の補充などがスピーディーに実行可能とな

ります。また、スタッフの人事異動時においても引継ぎを効率よく行え、

事故防止に活用できます。 

 

 

 



６ 管理運営経費について 

（３）適正な委託・調達・雇用 

ア 趣旨 

当グループは、指定管理業務を実施するにあたり、直営・自社管理での履行

を原則としておりますが、業務の専門性や地域連携・地域経済の活性化の視

点から業務の一部を第三者に委託します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１．業務委託内容 

 
 

２． 市（区）内事業者への優先的委託・調達 

地元事業者に発注選定要件の優先性を設け、運営上必要な業務や物品に関す

る発注を行うことにより、地域経済の活性化に貢献します。 

 

３． 市（区）民、高齢者、障がい者の積極的雇用 

従業員の雇用においては、地域の住民に働く場を提供すべく市民（区民）を

優先的・積極的に採用していくと共に高齢者及び障がい者に対しても積極的

に働く場を提供していきます。 

 



７ 施設管理について 

（１）メンテナンス及び環境保持・環境配慮 

ア 趣旨 

当施設は竣工して 30 年以上経過している施設であり、維持管理を行っていく

上で設備の経年劣化など突発的な不具合が生じる可能性が高くなることが想

定されます。 

予防保全を含めきめ細やかな修繕を実施すると同時に、計画的な維持管理が

重要であると考えます。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

・施設巡回点検は、経験豊富な設備スタッフが設備機器等の状態確認を行い、

予防保全に努めます。 

 巡回点検時には、施設に則した巡回チェックシートを作成するとともに、

計測機器だけではなく、音や臭いなど五感を最大限に活用し異常を早期に発見

することで、事故を未然に防止します。 

保守点検や巡回点検での点検結果及び修繕記録のデータを蓄積し、設備機器

等の特徴を把握することで的確な予防保全に努めます。 

 

・設備機器の保守管理等については、当施設に関連する法令を遵守し、「設

備等保守管理業務計画」に則り適切に業務を実施してまいります。点検につき

ましては、メーカー対応が必須の点検はメーカーで実施し、それ以外の点検は

市内の専門会社へ積極的に発注してまいります。 

 

 毎月第 4月曜日の休館日にて計画的に実施いたします。 



７ 施設管理について 

（２）修繕等への取組 

ア 趣旨 

施設を効率よくマネジメントするにあたって、修繕費の計画的かつ効率的

な運用が欠かせません。建物・施設設備の長寿命化によるライフサイクルコ

ストの低減を実現するため、巡回点検や専門メーカーによる定期点検で得ら

れた結果を修繕計画にフィードバックし、今後想定される設備機器の不具合

を予測して効率的に修繕計画を策定し、大きな不具合を未然に防止します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

利用者が安全・安心・快適に利用できる状態を維持するためには、日々の

点検と修繕が必要不可欠です。 

施設設備の巡回点検を行い故障やトラブルを未然に防ぎます。予防保全を

行うことで、危険箇所を早期発見し、長期的な視点で捉えた補修・修繕費用

の軽減を図ります。 

 



８ 安全管理について 

（１）平常時の体制 

ア 趣旨 

基本的な安全対策として、「横浜市防災計画」や「防災マップ」「洪水ハザ

ードマップ」等の関連法令・計画を熟知し、加えて今までのケーススタディー

を踏まえ策定した「神奈川スポーツセンター安全管理マニュアル」を運用しま

す。 

また、スタッフ一人ひとりが「確認」「未然防止」の必要性を熟知して行動

することができるよう、定期的な教育により意識改革を図ります。 

利用者の安全対策は「安全に安心して利用できる施設の確保」であることが

前提ですが、不測の事態に備えて「迅速に対応できる体制」も整備できている

ことが重要であると考えております。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

施設で起こる多くの事故や災害には、発生前に必ず何らかの兆候（前触れ）

があり、複数の“兆候”が積み重なって事故等の“現象” になると考えられ

ます。そして現象の裏には発生の“原因”が隠れており、兆候の早期発見、現

象・原因への適切な対策によって多くの事態は回避できると考えています。 

当グループは「安全管理マニュアル」により事故防止対策を行いますが、（マ

ニュアル化された業務の履行だけではなく）「兆候・現象・原因」の関連性を

認識し、日常的に施設の利用状況を把握する“観察力”を身につけることが緊

急事態発生の防止と被害の抑制に最も有効だと考えています。 

各セクションチーフ・スタッフは、日常の事故防止対策として業務前・後の

施設敷地内の巡回、営業中における巡回点検を行います。事故が起こりやすい

ような見通しの悪い箇所は、備品の移動や植栽の整備を行い、周囲からの見通

しを確保するなど、事件・事故の未然防止に努めます。 

安全対策責任者（総括責任者）は、施設スタッフへの教育・指導、定期的な

研修により危機意識を養成し、セーフティチームを交えた運営会議や研修で

危機管理体制への啓発を行い、日頃の業務から「兆候・現象・原因」の関連性

を認識した、事故発生防止と被害抑制に有効な体制の実効力強化を図ってい

きます。 

また、災害や事故発生等の緊急時に、利用者の安全な場所への誘導や障害物

の撤去等迅速な対応ができる体制を確立するために、これを確実にしていく

研修を継続的に進めていきます。 



８ 安全管理について 

（２）緊急時の体制 

ア 趣旨 

緊急時には、安全管理マニュアルに基づき迅速且つ適確に発生後の情報収集

を行い、それらを基に判断と指揮を実行できる危機管理体制及び連絡体制を

確立することが重要です。 

管理運営責任者を危機管理責任者とし、緊急時における情報管理や、対処（収

集・判断・指揮）の流れを一元化することで、混乱の無い対応を実現します。 

危機管理責任者は被害の抑制と事態の収拾に努めると共に、区や関係機関、

グループ本部へ事故発生時の一報及び経過・処理後の報告を行い、連携を取り

ながら対応していきます。 

また、事故発生時には被害者の救護を最優先にした対応を心掛けます。状況

に応じ、区内・市内近隣拠点からの応援も受入れ、事態の収拾に努めます。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 自然災害発生時の対応 

神奈川スポーツセンターは、神奈川区の地域防災拠点や広域避難所に

は指定されていませんが、災害時には 防災拠点として重要な役割を果た

す施設です（遺体安置所として規定）。 

また同時に、屋外施設は台風等の自然災害の影響を直接うける場所で

もあります。災害発生時には利用者・地域住民の生命を守ることができ

るよう、「横浜市防災計画」「土砂災害ハザードマップ」などに基づき作

成された「神奈川スポーツセンター安全管理マニュアル」に則った対応

を行います。 

 

２． 怪我人・急病人発生時の対応 

急病人や転倒事故などの緊急事態が発生した場合は、情報収集を始め

として現地へ急行し、被害者の救護・救急車の要請を行うなど、被害者

の救護を最優先に行います。スタッフは自身の安全、並びに周囲（他の

利用者など）の安全を確保し、二次災害の防止をはかります。 

当グループは、有事の際にも適切な救命処置が取れるよう、施設に従

事する全てのスタッフに対し、救命救急法・ＡＥＤ取扱い等不測の事態

に備えての研修を実施します。 

非常時・緊急時であっても、被害者のプライバシーについて配慮し、

救護活動をするうえで知りえた個人情報の保護に努めます。 



９ 地域との協力について 

（１）地域支援 

ア 趣旨 

各種サークル・同好会、地域住民、学校関係施設等との共同作業の実施や、

地元企業・商店との協力関係、さらに市内公共施設との連携で自主事業を開

催するなど、地域住民との「パートナーシップ」を重要な要素と捉えた施設

運営を行います。 

 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 神奈川区スポーツ協会との連携を図ってまいります。 

２． スポーツ少年団・学校体育団体との連携を図ってまいります。 

３． スポーツ推進委員との連携を図ってまいります。 

４． スポーツ指導員の育成を図ってまいります。 

５． 総合型地域スポーツクラブの相互連携・活動支援を行ってまいりま

す。 

６． 横浜スポーツパートナーズ団体との連携・協働を推進していきます。 

 

 



９ 地域との協力について 

（２）地域連携・地域貢献 

ア 趣旨 

住みよい地域社会づくりのため、地域住民相互に理解を深め、交流イベン

トの開催、施設及び事業活動の認知度向上、市民活動情報の収集及び提供の

環境整備など、地域の話題づくりへ貢献します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 地域町内会と積極的な連携活動を行います。 

２． 利用者の意見を反映する場として『利用者懇親会』を開催します。 

３． スポーツ団体及びサークルの設立・活動を支援していきます。 

 

 

 



10 モニタリング計画について 

（１）自己評価・第三者評価 

ア 趣旨 

指定管理者として、上質なサービスを利用者に提供し、かつ平等性・公平

性を保ち続けることが重要であると考えています。「住民サービスの向上が

図られているか」「その施設の運営が平等・公平であるか」「効果的な運営

が行われているか」等の内容を内部及び外部から常にチェックし、その水準

を維持するための手法として、「モニタリング」活動を積極的に導入します。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

神奈川スポーツセンターの運営において、良質なサービス・快適な環境・

安全安心の確保を基本に、今後もスポーツ振興拠点として貢献できるよう、

常に新たな事業展開を図ります。また、費用対効果を踏まえ効率的な管理運

営を行い、創意工夫により利用者満足を獲得するなど、多角的な視点から運

営の質を高めていきたいとも考えています。そのために、目標を定め、自己

評価・外部評価等、各モニタリング手法により評価することで、運営の質の

向上を図ります。 

 



11 感染症等の対策に関する取組 

（１）感染症等への対応 

ア 趣旨 

現在、国内外において様々な感染が確認され多くの方の健康が損なわれて

います。当グループでは定期的に発生する新たな感染症から区民を守るた

め、以下のとおり基本方針を定めます。 

方針を定めるにあたっては「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律」を理解、遵守したうえで、下記２点を基本にするとともに、

市(区)の対策方針をふまえ安心して来館・事業参加できる様々な対策へとつ

なげてまいります 

 

①感染症に対する広報活動を区と連携して実施し、事業参加者に正しく理

解していただけるようにすること。 

②罹患された方等の人権が損なわれることがないようにすること。 

 

イ 具体的取組内容（実施事項） 

１． 施設の衛生管理による感染拡大防止策 

２． スタッフの感染拡大防止策 

３． 感染拡大防止の各種ガイドラインに沿った施設運営 

 

 

 

 

 



様式１別表 

《目標設定時公表項目》 

目標設定の視点 運営目標 管理指標・数値 

利用者 

サービス 

空きスペース等を活用した教室

事業の拡大 

教室開催数 2,150 以上 

業務運営 
施設全体の利用者数向上 

 

令和 7年度延べ利用者数 257 千人 

 

職員育成 
利用者満足度向上 

 

満足度調査 90％ 

財務 

利用者増による運用収入、自主

事業入増 

 

 

・指定管理料以外の収入 80,433 千円 

・内訳：施設運営収入 75,252 千円、 

・自主事業による収入 5,181 千円 

 

 

 

《実績評価時公表項目》 

目標設定

の視点 運営目標 管理指標・数値 実績値 

目標と

の 

差異 

今後の取組 

（改善計画） 

利用者 

サービス 

空きスペース等を

活用した教室事業

の拡大 

空きスペース等を活用した教室

事業の拡大教室開催数 2,150 以

上 

   

業務運営 

施設全体の利用者

数向上 

施設全体の利用者数向上延べ利

用者数 257 千人 

   

職員育成 

利用者満足度向上 利用者満足度向上満足度調査

90％ 

   

財務 

利用者増による運

用収入、自主事

業収入 増 

利用者増による運用収入、自主事

業収入 増定管理料以外の収

入 80,433 千円 

内訳：施設運営収入 75,252 千円、 

自主事業による収入 5,181 千円 

 

   

 

 

 



令和　　7年度　横浜市神奈川スポーツセンター 様式９

(１)収入 （千円、税込み）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 備考

51,484 55,979 51,856 52,411
52,765 57,628 73,641 75,252

利用料金収入 18,633 21,631 27,399 27,729
利用料金収入（駐車場） 7,103 8,280 10,557 10,769
スポーツ教室等事業収入 25,684 26,455 34,061 35,083
文化系教室収入 1,128 1,163 1,497 1,542
託児事業収入 97 99 127 129
広告業務収入 0 0 0 0
その他 120 0 0 0

3,142 4,613 5,143 5,181
スポーツ教室等事業（時間外） 144 216 240 240
飲食事業 1,824 2,742 3,053 3,059
物販事業 813 1,243 1,409 1,436
利用料金収入（時間外） 124 163 185 189
利用料金収入（駐車場）（時間外） 37 49 56 57
その他 200 200 200 200

55,907 62,241 78,784 80,433

(2) 支出 （千円、税込み）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和7年度 備考

122,887 129,012 128,744 130,948
人件費 50,084 51,106 52,279 54,331
修繕費 3,300 3,300 3,300 1,000
設備管理費・保安警備費 10,243 10,243 10,243 12,223
備品購入費・消耗品費 3,600 3,600 3,600 3,900
外構・植栽管理費・廃棄物処理費 1,757 4,757 1,757 4,960
広報費・印刷製本費 2,000 2,000 2,000 2,000
光熱水費・燃料費 15,000 15,000 18,662 13,800
保険料 600 600 600 600
使用料・賃借料 9,548 9,548 9,548 9,548
委託料・謝金 17,600 17,600 17,600 17,600
公租公課 2,000 2,000 2,000 2,000
旅費 100 100 100 100
会議賄い費

通信運搬費 1,000 1,000 1,000 1,000
支払手数料 600 600 600 600
会費及び負担金 200 200 200 200
事務経費本部分 5,255 5,555 5,255 5,555
その他 0 1,803 0 1,531

1,897 1,896 1,896 1,896
スポーツ教室等事業（時間外） 200 381 219 200
飲食事業 361 361 320 361
物販事業 974 974 996 974
その他 362 180 361 361

124,784 130,908 130,640 132,844
※この収支予算書は社会情勢の状況に応じて年度途中で見直す可能性があります。

※発生する収支差額については、横浜市と協議します。

収支予算書

項
　
目

④維持管理運営費用　　　（Ｂ）

項
　
目

１　総括表

項　　　　目

②施設運営収入　　　　　（Ａ）

項
目

①指定管理料

合計（④＋⑤）

③自主事業による収入

⑤自主事業による経費

合計（②＋③）

項　　　　目

項
　
目



令和　　7年度　横浜市神奈川スポーツセンター 様式10

内　　　　　　　　　訳
合計金額

（千円、税込み）

75,252
27,729

第１体育室（団体） A・B・C・D・E・F帯利用料金収入 7,146

第２体育室（団体） A・B・C・D・E・F帯利用料金収入 3,731

第３体育室（団体） A・B・C・D・E・F帯利用料金収入 1,860

研修室（団体） A・B・C・D・E・F帯利用料金収入 1,092

テニスコート（団体）

弓道（団体）

体育室（個人） A・B・C・D・E・F帯利用料金収入 2,126

トレーニング室（個人） トレーニング室個人利用収入 11,174

弓道（個人）

付帯設備利用料金 観覧席、放送設備、等 600

10,769

スポーツ教室参加料 35,083

文化系教室参加料 1,542

託児事業参加料 129

0

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

その他

スポーツ教室等事業収入

広告業務収入

項
　
　
　
　
目

２　指定管理・収入の部

利用料金収入

合計　　　　　　　　　　　　　（Ａ）

文化系教室収入

託児事業収入

収支予算書

利用料金収入（駐車場）



令和　　7年度　横浜市神奈川スポーツセンター 様式11

積　算　内　訳
合計金額

（千円、税込み）

130,948
長                                                                                6,000

副所長（管理運営責任者兼務)                                            4,950

副所長                                                                            4,050

管理運営職員3名                                                           11,250

10,903

13,928

教室指導                                                                        3,250

（給与・賃金）

（社会保険料）

（通勤手当）

（健康診断費）

（勤労者福祉共催掛金）

（退職給付引当金繰入額）

修繕費 1,000

（駐車場に係るもの）

（その他）

設備管理費 10,796

保安警備費 1,427

備品購入費 体育用品等 500

消耗品費 3,400

（駐車場に係るもの） 駐車券及びインクジェット他 100

（その他） 衛生用品・事務用品他 3,300

外構・植栽管理費 3,960

廃棄物処理費 1,000

広報費 1,000

印刷製本費 1,000

光熱水費 13,800

（電気） 5,047

（ガス） 6,253

（水道） 2,500

燃料費

保険料 600

（施設賠償責任保険）

（火災保険・自動車保険）

（その他）

使用料・賃借料 9,548

（市への支払） 300

（リース料） 4,788

（その他） 4,460

委託料 教室指導業務委託費 17,600

（駐車場に係るもの）

（その他） 教室指導業務委託費 17,600

謝金

公租公課費 2,000

（事業所税） 2,000

（消費税）

（印紙税）

（その他）

旅費 100

会議賄い費

通信運搬費 1,000

支払手数料 600

会費及び負担金 200

（職員等研修費） 200

（その他）

事務経費本部分 5,555

その他 物価高騰追加措置 1,531

収支予算書

※１　次の例を参考に記載してください。
　　人件費・・・報酬、賃金、手当、社会保険料、福利厚生費など
※２　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

３　指定管理・支出の部

人件費 54,331

項
　
　
　
　
目

合計　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）



令和　　7年度　横浜市神奈川スポーツセンター 様式12

内　　　　　　　　　訳
合計金額

（千円、税込み）

5,181

スポーツ教室等事業（時間
外）

12月28日・29日、1月4日　営業分 240

飲食事業 自動販売機飲料・スナック類販売 3,059

物販事業
シューズ、ラケット、ボール、ビブス、ストップウォッチ等レンタ
ル
シャトル、ボール、タオル、Ｔシャツ、栄養補助食品等販売

1,436

利用料金収入（時間外） 拡大開館利用料金（年末年始） 189

利用料金収入（駐車場）（時間
外）

拡大開館駐車料金（年末年始） 57

その他 講師派遣、体組成測定会等 200

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

収支予算書

項
　
　
　
　
目

４　自主事業・収入の部

合計



令和　　7年度　横浜市神奈川スポーツセンター 様式13

内　　　　　　　　　訳
合計金額

（千円、税込み）

1,896

スポーツ教室等事業（時間
外）

12月28日・29日、1月4日　営業分 200

飲食事業 商品仕入れ 361

物販事業 販売品、レンタル品仕入れ 974

拡大開館費 拡大開館人件費等（年末年始） 181

その他 講師派遣、体組成測定会等 180

※　必要に応じて小区分を設定しても構いません。

項
　
　
　
　
目

収支予算書

５　自主事業・支出の部

合計




